
（単位：円）

項目 金額

第一号 活用可能な財産 資産 1,035,973,648

負債(△) 284,238,026

基本金(△) 0

国庫補助金等特別積立金(△) 317,838,072

合計(a) 433,897,550

第二号 事業用不動産等 11,960,275

財産目録により特定した事業対象不動産等の合計額 335,425,785

対応基本金(△) 0

国庫補助金等特別積立金(△) 317,838,072

対応負債(△) 5,627,438

再取得に必要な財産 96,942,106

将来の建替に必要な費用 19,033,598

建替までの間の大規模修繕に必要な費用 8,246,122

設備･車輌等の更新に必要な費用 69,662,386

必要な運転資金 年間事業活動支出の３月分(年間事業活動支出 × 3 ÷ 経過月数) 306,977,101

合計(b) 415,879,482

社会福祉充実残額(a)-(b) ※１万円未満を切り捨て 18,010,000

計算の特例：該当 (再取得に必要な財産＋必要な運転資金)－年間事業活動支出 -823,989,197

再取得に必要な財産＋必要な運転資金 403,919,207

年間事業活動支出 1,227,908,404

特例による控除額(c) 事業用不動産等＋年間事業活動支出 1,239,868,679

社会福祉充実残額(a)-(c) ※１万円未満を切り捨て -805,970,000

社会福祉充実残額
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